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≪農林水産省≫ 

 

表 13－１ 農林水産省の政策評価に関する計画の策定状況 

基本計画の
名称 

農林水産省政策評価基本計画（平成18年３月28日決定） 
平成19年４月２日改正 平成19年10月１日改正 平成20年４月１日改正 平成20年８月１日改正 

基本計画の
主な規定内
容 

① 計画期間 ○ 平成 18 年度から 22 年度までの５年間 

② 事前評価の対
象等 

○ 事業評価（公共事業） 

   法令により評価を義務付けられた個々の公共事業として、施設の維

持管理に係る事業及び災害復旧事業等を除く農林水産公共事業のう

ち、総事業費 10 億円以上の事業。 

なお、交付金に係る事業は対象としない。（平成 19 年４月２日改正）

○ 事業評価（研究開発） 

・ 法令により評価を義務付けられた個々の研究開発として、独立行政

法人等に委託して実施するプロジェクト研究及び国費の補助を受け

て都道府県又は民間等の試験研究機関において実施される研究開

発のうち、総事業費 10 億円以上の研究開発課題。 

・ また、産学官の連携、競争的環境の整備等、効率的かつ効果的に

研究を推進するための研究制度。 

○ 事業評価（規制） 

   行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令第３条第６号に規

定する規制の新設又は改廃を目的とする政策。（平成 19 年 10 月１日

改正） 

③ 事後評価の対
象等 

○ 実績評価 

農政、林政及び水産行政に係る主要施策のすべて。 

○ 総合評価 

   実施計画において示すこととする。 

○ 事業評価（公共事業） 

・ 期中 

① 原則として、法令により評価を義務付けられた、未着手の事業

及び未了の事業で、施設の維持管理に係る事業及び災害復旧

事業等を除く農林水産公共事業が対象。 

② また、対象となる事業が 10 年を超えて継続する場合、直近に期

中の評価を実施した年度から起算して５年ごとにも行う。 

・ 完了後 

   原則として、施設の維持管理に係る事業及び災害復旧事業等を

除く農林水産公共事業のうち、総事業費 10 億円以上の事業。ただ

し、補助事業は、事業実施主体の協力が得られる範囲内で実施。 

○ 事業評価（研究開発） 

・ 期中 

① 原則として、法令により評価を義務付けられた、独立行政法人

等に委託して実施するプロジェクト研究及び国費の補助を受けて

都道府県又は民間等の試験研究機関において実施される研究

開発で、未着手の研究開発課題及び未了の研究開発課題が対

象。 

② また、対象となる研究開発課題が10年を超えて継続する場合、

直近に期中の評価を実施した年度から起算して５年ごとにも行

う。 

③ 研究制度についても研究開発課題と同様に行う。 

・ 終了時 

① 独立行政法人等に委託して実施するプロジェクト研究及び国費

の補助を受けて都道府県又は民間等の試験研究機関において

実施される研究開発のうち、総事業費10億円以上の研究開発課

題が対象。 
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② 研究制度 

④ 政策評価の結
果の政策への反
映 

○ 実績評価にあっては政策分野主管課が、総合評価にあっては評価

を行った部局が、公共事業の事業評価にあっては事業主管課が、研

究開発の事業評価にあっては農林水産技術会議事務局等が、当該

評価の結果とこれに基づく措置の内容を記述した政策評価の結果の

政策への反映状況を取りまとめ、政策評価結果反映状況調書案を作

成する。 

○ 大臣官房情報評価課は、調書案について審査する。大臣官房情

報評価課長は、必要に応じて調整部局（予算、法令、組織・定員、税

制及び金融に関する省全体の調整を担当する課をいう。）、各局庁

の政策分野主管課、事業主管課、農林水産技術会議事務局等から

ヒアリングを行うものとする。 

○ 各調整部局、事業主管課、農林水産技術会議事務局等は、情報

評価課の審査を経たのち、評価結果の反映状況を、農林水産省とし

ての決定手続を経て、公表する。 

○ なお、公共事業及び研究開発の事業評価の評価結果の政策への

反映に当たっては、評価対象となった個別の事業地区又は研究課

題に対する反映のみならず、公共事業又は研究開発に係る施策・制

度の改善、今後の公共事業や研究開発の在り方の検討等を含むも

のとする。 

○ また、政策評価を適切に政策に反映するよう、省議等において重要

な政策決定が行われる際にできる限り評価結果に基づいた議論を行

うとともに、概算要求等の際には政策評価担当組織と予算等取りまと

め部局が合同ヒアリングを行うなど、政策評価担当組織と予算等取り

まとめ部局の連携を強化する。 

⑤ 国民の意見・要
望を受けるための
窓口の整備 

○ 政策評価に関する外部からの意見・要望を受け付ける窓口は、情

報評価課とし、文書によるほか、農林水産省ホームページにおいて

も、政策評価に関する外部からの意見・要望を受け付ける電子メール

アドレスを開設し、常時受け付ける。 

実施計画の
名称 

平成 20 年度農林水産省政策評価実施計画（平成 20 年３月 31 日決定） 
平成20年８月１日改正 

実施計画の
主な規定内
容 

① 基本計画に掲げた政策のうち、実施計画の計画期
間内に対象としようとする政策（法第７条第２項第１号
に区分されるもの）及び評価の方式 

○ 実績評価：17 政策分野 
           ９成果重視事業 
○ 事業評価：54 公共事業 
           ４研究開発課題 
○ 総合評価： １課題（平成 20～

21 年度で実施） 

② 未着手・未了（法第７条第２項第２号イ及びロに該
当するもの） 

○ 未着手：１公共事業実施地区 
○ 未了：76 公共事業実施地区 

③ その他の政策（法第７条第２項第３号に区分される
もの） 

該当する政策なし 
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表 13－２ 農林水産省における政策評価の実施状況等の概要（総括表） 

政策評価の対象と
しようとした政策
の区分 

評価実施件数 
政策評価の結果 
の内訳別件数 

政策評価の結果の政策への 
反映状況の内訳別件数 

事前評価 事業評価方式：32公共
事業(260事業実施地
区) 
＜20年度新規地区採択要

求事業：15地区＞ 

〔表13－３－ア〕

＜21年度新規着工要求事

業：13地区＞ 

〔表13－３－イ〕

＜21年度新規地区採択要

求事業：232地区＞ 

〔表13－３－ウ～オ〕

新規採択は妥当 260 評価結果を踏まえ、新規採
択を行う 
 

260

うち概算要求に反映 13

事業評価方式：２研究
開発（２研究開発課題）

〔表13－３－カ〕

新規実施は妥当 ２ 評価結果を踏まえ、新規に
実施する 

２

うち概算要求に反映 ２

事業評価方式：４件 
（規制）  〔表13－３－キ〕

 

規制の新設・改
正は妥当 

４ 評価結果を踏まえ、法律案
については国会に提出し、
政令案については改正案の
とおり改正した 

４

事 
後 
評 
価 

実施計画期
間内の評価
対象政策 
（法第７条第２項
第１号） 

実績評価方式：17政策

分野 

[54目標] 
〔表13－３－ク〕

 

達成ランクＡ 
(達成度合90％
以上、おおむね
有効） 

39 十分な要因分析を行った上
で評価結果を平成21年度概
算要求等に反映した  

【改善・見直し】

17

達成ランクＢ 
（達成度合50％
以上90％未満、
有効性の向上が
必要である） 

12

達成ランクＣ 
（達成度合50％
未満、有効性に
問題がある） 

２  うち概算要求に反映 17

うち機構・定員要求に反映 ４

 機構要求に反映 ０

外的要因の影響
が大きく、達成
度合のランク分
けを行わない等 

１   定員要求に反映 ４

 政策の重点化等 17

 政策の一部廃止・休止・中止 15

実績評価方式：９成果
重視事業 

〔表13－３－ケ〕

目標の達成に向
けて順調に進捗
等 

５ 評価結果を踏まえ、これま
での取組を引き続き推進す
る   【引き続き推進】 

９

今後、成果の検
証を実施等 

４

 うち概算要求に反映 １

事業評価方式（期中）：
24公共事業（154事業実
施地区） 

〔表13－３－コ～ソ〕

 

 

継続が妥当 134 評価結果を踏まえ、引き続
き推進する 

【引き続き推進】

134

うち概算要求に反映 81

計画変更の上、
継続が妥当 

18 評価結果を踏まえ、計画の
見直しを実施する 

【改善・見直し】

18

うち概算要求に反映 ９

休止・中止が妥
当 

２ 評価結果を踏まえ、休止・
中止する 

【廃止・休止・中止】

２

事業評価方式（完了
後）：33公共事業（240
事業実施地区） 

実施は妥当 240 評価結果を踏まえ、今後の
改善方針を策定する 
 

27

実施に問題があ
る 

０
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政策評価の対象と
しようとした政策
の区分 

評価実施件数 
政策評価の結果 
の内訳別件数 

政策評価の結果の政策への 
反映状況の内訳別件数 

〔表13－３－タ～テ〕   

事業評価方式（期中）：
３研究開発（３研究開
発課題） 

〔表13－３－ト、ナ〕

 

高く評価できる １ 評価結果を踏まえ、引き続
き実施する    

【引き続き推進】

３

継続が妥当 ２

見直しが必要 ０ 評価結果を踏まえ、一部見
直し、引き続き実施する 

【改善・見直し】

０

休止・中止が妥
当 

０ 評価結果を踏まえ、休止・
中止する   

【廃止・休止・中止】

０

事業評価方式（終了
時）：２研究開発（２研
究開発課題） 

〔表13－３－ニ〕

 

予想以上の成果
を上げた 

０ 評価結果は、農林水産研究
基本計画の進捗管理、成果
の普及、今後の研究開発の
企画立案、独立行政法人評
価等に活用する 

２

当初の目的をほ

ぼ達成 
２

目的の達成は不

十分 
０

｛総合評価方式：１課
題｝ 

〔表13－３－ヌ〕

― ― ― ―

未着手 
（法第７条第２項

第２号イ） 

事業評価方式：１公共
事業（１事業実施地区）

〔表13－３－ス〕

継続が妥当 ０ 評価結果を踏まえ、引き続
き実施する    

【引き続き推進】

０

計画変更の上、
継続が妥当 

０ 評価結果を踏まえ、計画の
見直しを実施する 

【改善・見直し】

０

休止・中止が妥
当 

１ 評価結果を踏まえ、休止・
中止する   

【廃止・休止・中止】

１

未了 
（法第７条第２項

第２号ロ） 

事業評価方式：15公共
事業（69事業実施地区）

〔表13－３－コ、ス、ソ〕

 

継続が妥当 62 評価結果を踏まえ、引き続
き実施する    

【引き続き推進】

62

うち概算要求に反映 ５

計画変更の上、
継続が妥当 

６ 評価結果を踏まえ、計画の
見直しを実施する 

【改善・見直し】

６

うち概算要求に反映 １

休止・中止が妥
当 

１ 評価結果を踏まえ、休止・
中止する   

【廃止・休止・中止】

１

その他の 
政策 
（法第７条第２項

第３号） 

該当する政策なし ― ― ― ―

（注）１ ｛ ｝は、評価を実施中のもの（外数）である。 
２ 実績評価方式については、「政策評価の結果の内訳別件数」欄は目標の数を、「政策評価の結果
の政策への反映状況の内訳別件数」欄は政策分野の数を、それぞれ計上しているので、両者の数
は一致しない。 

３ 公共事業の期中評価のうち、法令により政策評価が義務付けられているものについては、法第
７条第２項第２号イに該当するものとして、「未着手」欄に、法第７条第２項第２号ロに該当する
ものとして、「未了」欄に、また、農林水産省が自主的に取り組んでいるものについては、「実施
計画期間内の評価対象政策」欄に、それぞれ掲載している。 
４ 未了事業については、平成 20 年度農林水産省政策評価実施計画では、法第７条第２項第２号ロ
として 76 地区を評価することとしているが、事業が完了した６地区及び評価対象外となった１地
区の計７地区を除いた 69 地区について評価を実施している。 
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表１３－３ 農林水産省における評価対象政策の一覧 

 

１ 事前評価 

 

（１）事業評価方式を用いて、平成 20 年度の新規地区採択を要求している２事業（15 地区）を

対象として評価を実施し、その結果を平成 20 年８月 29 日に「公共事業の事業評価書（農業

農村整備事業等補助事業の事前評価）」として公表。 

 

表 13－３－ア 新規地区採択を要求している事業を対象として事前評価した政策（農業農村整備事

業等補助事業） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 農地集積加速化基盤整備事業（14 地区） 

２ 農村振興総合整備事業（１地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－①参照。 

 

（２）事業評価方式を用いて、平成 21 年度に新規着工を要求している４事業（13 地区）を対象

として評価を実施し、その結果を平成 20 年８月 29 日に「公共事業の事業評価書（国営土地

改良事業等の事前評価）」として公表。 

 

表 13－３－イ 新規着工を要求している事業を対象として事前評価した政策（国営土地改良事業

等） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 国営かんがい排水事業（９地区） 

２ 国営農地再編整備事業（２地区） 

３ 国営総合農地防災事業（１地区） 

４ 独立行政法人水資源機構事業（１地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－②参照。 

 

（３）事業評価方式を用いて、平成 21 年度に新規地区採択を要求している 14 事業（165 地区）

を対象として評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評価書（農

業農村整備事業等補助事業の事前評価）」として公表。 

 

表 13－３－ウ 新規地区採択を要求している事業を対象として事前評価した政策（農業農村整備事

業等補助事業） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ かんがい排水事業（20 地区） 

２ 経営体育成基盤整備事業（46 地区） 

３ 畑地帯総合整備事業（19 地区） 

４ 中山間総合整備事業（８地区） 

５ 農道整備事業（２地区） 

６ 農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業（６地区） 

７ 農業集落排水事業（12 地区） 

８ 農村振興総合整備事業（５地区） 

９ 田園交流基盤整備事業（１地区） 
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10 地域用水環境整備事業（２地区） 

11 農地防災事業（25 地区） 

12 地すべり対策事業（８地区） 

13 草地畜産基盤整備事業（10 地区） 

14 畜産環境総合整備事業（１地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－③参照。 

 

（４）事業評価方式を用いて、平成 21 年度に新規地区採択を要求している７事業（61 地区）を

対象として評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評価書（林野

公共事業の事前評価）」として公表。 

 

表 13－３－エ 新規地区採択を要求している事業を対象として事前評価した政策（林野公共事業） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 国有林直轄治山事業（直轄） （５地区） 

２ 民有林直轄治山事業（直轄） （１地区） 

３ 森林環境保全整備事業（直轄） （８地区） 

４ 水源林造成事業（独立行政法人事業） （５地区） 

５ 民有林補助治山事業（補助） （４地区） 

６ 森林環境保全整備事業（補助） （35 地区） 

７ 森林居住環境整備事業（補助） （３地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－④参照。 

 

（５）事業評価方式を用いて、平成 21 年度に新規地区採択を要求している６事業（６地区）を対

象として評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評価書（水産関

係公共事業の事前評価）」として公表。 

 

表 13－３－オ 新規地区採択を要求している事業を対象として事前評価した政策（水産関係公共事

業） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 地域水産物供給基盤整備事業（１地区） 

２ 広域漁港整備事業（１地区） 

３ 広域漁場整備事業（１地区） 

４ 水産物供給基盤機能保全事業（１地区） 

５ 漁業集落環境整備事業（１地区） 

６ 海岸保全施設整備事業（高潮対策事業）（１地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑤参照。 

 

（６）事業評価方式を用いて、平成 21 年度において新規実施を予定している総事業費 10 億円以

上のプロジェクト研究課題２課題を対象として評価を実施し、その結果を平成 20 年８月 29

日に「研究開発の事業評価書（プロジェクト研究課題の事前評価）」として公表。 

 

表 13－３－カ 新規実施を予定しているプロジェクト研究課題を対象として事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 地域内資源を循環利用する省資源型農業確立のための研究開発 

２ 生物の光応答メカニズムの解明と高度利用技術の開発 
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(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ

(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑥参照。 

 

（７）規制の新設又は改廃に係る４政策を対象として評価を実施し、その結果を平成 20 年 10 月

３日、21 年２月 16 日及び２月 23 日に「規制の事前評価書」として公表。 

 

表 13－３－キ 規制を対象として事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ きじ、だちょう及びほろほろ鳥の家畜伝染病予防法の対象家畜への追加 

２ 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達 

３ 米穀の出荷又は販売事業者の遵守事項の設定及び立入検査等の拒否等に対する罰則の強化 

４ 農地の権利取得に関する届出制の創設 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑦参照。 

 

 

２ 事後評価 

 

（１）所掌するすべての政策について、別表のとおり体系化した上で、毎年度に評価を実施。 

実績評価方式を用いて、平成 20 年度の「農林水産省政策評価実施計画」に基づき、農政、

林政及び水産行政に係る主要施策のすべてを 17 の政策分野に分類し、54 目標を設定して評

価を実施し、その結果を平成 20 年７月 18 日に「農林水産省政策評価結果（平成 19 年度に実

施した政策の評価結果）」として公表。 

 

表 13－３－ク 実績評価方式により事後評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 食品産業の競争力の強化 改善・見直し 

２ 主要食糧の需給の安定の確保 改善・見直し 

３ 食の安全及び消費者の信頼の確保 改善・見直し 

４ 望ましい食生活の実現に向けた食育の推進 改善・見直し 

５ 国産農畜産物の競争力の強化 改善・見直し 

６ 環境と調和のとれた持続的な農業生産体制への転換 改善・見直し 

７ 意欲と能力のある担い手の育成・確保 改善・見直し 

８ 担い手への経営支援の条件整備 改善・見直し 

９ 農地、農業用水等の整備・保全 改善・見直し 

10 都市との共生・対流等による農村の振興 改善・見直し 

11 森林の整備・保全による森林の多面的機能の発揮 改善・見直し 

12 林業・木材産業の持続的かつ健全な発展と木材利用の推進 改善・見直し 

13 水産物の安定供給の確保 改善・見直し 

14 水産業の健全な発展 改善・見直し 

15 バイオマスの利活用の推進 改善・見直し 

16 食料・農業・農村に関する国際協力の推進 改善・見直し 

17 農林水産物・食品の輸出の促進 改善・見直し 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑧参照。 

 

   なお、政策分野ごとに行う「実績評価」を補完するものとして、政策分野に含まれる個々

の予算事業等（政策手段）を対象に「政策手段別評価」を実施している。平成 20 年度には、
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４の政策手段を対象に評価を実施し、当該評価結果を踏まえ、21 年度予算要求を行った。 

 

（２）実績評価方式を用いて、平成 20 年度の「農林水産省政策評価実施計画」に基づき、以下の

９つの成果重視事業を対象として評価を実施し、その結果を平成 20 年７月 18 日に「平成 19

年度の成果重視事業に係る評価書」として公表。 

 

表 13－３－ケ 実績評価方式により事後評価した政策（成果重視事業） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 物流管理効率化新技術確立事業〔Ⅰ－①〕 引き続き推進 

２ 商物分離直接流通成果重視事業〔Ⅰ－①〕 引き続き推進 

３ 生産資材コスト低減成果重視事業〔Ⅲ－⑤〕 引き続き推進 

４ 高生産性地域輪作システム構築事業〔Ⅲ－⑤〕 引き続き推進 

５ 低コスト植物工場成果重視事業〔Ⅲ－⑤〕 引き続き推進 

６ ＩＴ活用型営農成果重視事業〔Ⅲ－⑥〕 引き続き推進 

７ 成果重視事業バイオ燃料技術実証事業〔Ⅷ－⑮〕 引き続き推進 

８ 総合食料局情報管理システムの最適化実施 引き続き推進 

９ 国有林野情報管理システムの開発 引き続き推進 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑨参照。 

   ２ 評価対象政策名の右の〔 〕内の番号は、関連する別表政策体系の番号を表す。 

 

（３）事業評価方式を用いて、事業採択後 10 年を経過して未了の事業、事業採択後５年を経過し

て未了であって地方農政局長が再評価の必要があると認めた事業又は事業採択後 10 年を経

過して未了であって直近に期中の評価を実施した年度から起算して５年を経過した事業の５

事業（13 地区）を対象として期中の評価を実施し、その結果を平成 20 年８月 29 日に「公共

事業の事業評価〔期中の評価〕（国営土地改良事業等再評価）評価書」として公表。 

 

表 13－３－コ 国営土地改良事業等を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 国営かんがい排水事業（８地区） 引き続き推進 

２ 国営農地再編整備事業（１地区） 引き続き推進 

３ 国営総合農地防災事業（１地区） 改善・見直し 

４ 直轄海岸保全施設整備事業（１地区） 引き続き推進 

５ 森林総合研究所事業（農用地総合整備事業）（２地区） 
引き続き推進（１地区） 
改善・見直し（１地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑩参照。 

 

（４）事業評価方式を用いて、事業採択後 10 年を経過して未了の事業、事業採択後 10 年を経過

して未了であって直近に期中の評価を実施した年度から起算して５年を経過した事業又は評

価の実施主体が必要と認めた事業の４事業（83 地区）を対象として期中の評価を実施し、そ

の結果を平成 20 年８月 29 日に「公共事業の事業評価書（林野公共事業の期中の評価）」とし

て公表。 

 

表 13－３－サ 国有林直轄治山事業等を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 国有林直轄治山事業（直轄）（14 地区） 引き続き推進（９地区） 
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改善・見直し（５地区） 

２ 民有林直轄治山事業（直轄）（14 地区） 
引き続き推進（13 地区） 
改善・見直し（１地区） 

３ 直轄地すべり防止事業（直轄）（７地区） 
引き続き推進（５地区） 
改善・見直し（２地区） 

４ 水源林造成事業（独立行政法人事業）（48 地区） 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑪参照。 

 

（５）事業評価方式を用いて、事業採択後 10 年を経過して未了であって直近に期中の評価を実施

した年度から起算して５年を経過した事業又は評価の実施主体が必要と認めた事業の２事業

（２地区）を対象として期中の評価を実施し、その結果を平成 20 年 12 月 19 日に「公共事業

の事業評価書（林野公共事業の期中の評価）」として公表。 

 

表 13－３－シ 国有林直轄治山事業等を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 国有林直轄治山事業（１地区） 改善・見直し 

２ 直轄地すべり防止事業（１地区） 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑫参照。 

 

（６）事業評価方式を用いて、事業採択後５年を経過して未着手の事業、事業採択後 10 年を経過

して未了の事業又は事業採択後 10 年を経過して未了であって直近に期中の評価を実施した

年度から起算して５年を経過した事業の 12 事業（94 地区）を対象として期中の評価を実施

し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評価書（農業農村整備事業等補助事

業の期中の評価）」として公表。 

 

表 13－３－ス 農業農村整備事業等補助事業を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ かんがい排水事業（10 地区） 引き続き推進 

２ 経営体育成基盤整備事業（29 地区） 
引き続き推進（25 地区） 
改善・見直し（４地区） 

３ 畑地帯総合整備事業（10 地区） 
引き続き推進（９地区） 
廃止・休止・中止（１地区） 

４ 農道整備事業（11 地区） 
引き続き推進（10 地区） 
改善・見直し（１地区） 

５ 農村総合整備事業（１地区） 引き続き推進 

６ 中山間総合整備事業（１地区） 引き続き推進 

７ 農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業（９地区） 
引き続き推進（８地区） 
改善・見直し（１地区） 

８ 農地防災事業（８地区） 引き続き推進 

９ 農地保全事業（５地区） 
引き続き推進（４地区） 
改善・見直し（１地区） 

10 農村環境保全対策事業（１地区） 廃止・休止・中止 

11 海岸保全施設整備事業（農地）（８地区） 引き続き推進 

12 海岸環境整備事業（農地）（１地区） 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑬参照。 

 

（７）事業評価方式を用いて、事業採択後 10 年を経過して未了であって直近に期中の評価を実施
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した年度から起算して５年を経過した事業の２事業（６地区）を対象として期中の評価を実

施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評価書（林野公共事業の期中の評

価）」として公表。 

 

表 13－３－セ 林野公共事業を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 直轄地すべり防止事業（直轄） （１地区） 改善・見直し 

２ 民有林補助治山事業（補助） （５地区） 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑭参照。 

 

（８）事業評価方式を用いて、事業採択後 10 年を経過して未了の事業、事業採択後 10 年を経過

して未了であって直近の期中の評価を実施した年度から起算して５年を経過した事業又は漁

業情勢の急激な変化等により見直しの必要性が生じた事業の７事業（26 地区）を対象として

期中の評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評価書（水産関係

公共事業の期中の評価）」として公表。 

 

表 13－３－ソ 水産関係公共事業を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 地域水産物供給基盤整備事業（２地区） 
改善・見直し（１地区） 
廃止・休止・中止（１地区） 

２ 広域漁港整備事業（２地区） 
改善・見直し（１地区） 
廃止・休止・中止（１地区） 

３ 漁業集落環境整備事業（２地区） 
引き続き推進（１地区） 
改善・見直し（１地区） 

４ 漁港環境整備事業（１地区） 改善・見直し 

５ 海岸保全施設整備事業（高潮対策事業）（９地区） 引き続き推進 

６ 海岸保全施設整備事業（浸食対策事業）（５地区） 引き続き推進 

７ 海岸環境整備事業（５地区） 
引き続き推進（４地区） 
改善・見直し（１地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑮参照。 

 

（９）事業評価方式を用いて、事業完了後、原則としておおむね５年を経過した６事業（29 地区）

を対象として完了後の評価を実施し、その結果を平成 20 年８月 29 日に「公共事業の事業評

価書（国営土地改良事業等の完了後の評価）」として公表。 

 

表 13－３－タ 国営土地改良事業等を対象として事後評価した政策（完了後） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 国営かんがい排水事業（９地区） 

２ 国営農用地再編整備事業（13 地区） 

３ 直轄地すべり対策事業（２地区） 

４ 直轄海岸保全施設整備事業（農地）（１地区） 

５ 森林総合研究所事業（旧緑資源機構営事業）（１地区） 

６ 水資源機構営事業（３地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑯参照。 
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（10）事業評価方式を用いて、事業完了後、原則としておおむね５年を経過した 17 事業（162 地

区）を対象として完了後の評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事

業評価書（農業農村整備事業等補助事業の完了後の評価）」として公表。 

 

表 13－３－チ 農業農村整備事業等補助事業を対象として事後評価した政策（完了後） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ かんがい排水事業（11 地区） 

２ ほ場整備事業（16 地区） 

３ 土地改良総合整備事業（10 地区） 

４ 畑地帯総合整備事業（14 地区） 

５ 畑地帯開発整備事業（３地区） 

６ 農道整備事業（９地区） 

７ 農業集落排水事業（18 地区） 

８ 農村総合整備事業（12 地区） 

９ 農村振興総合整備事業（９地区） 

10 中山間総合整備事業（15 地区） 

11 農村漁業用揮発油税財源身替農道整備事業（８地区） 

12 農地防災事業（９地区） 

13 農地保全事業（５地区） 

14 農村環境保全対策事業（４地区） 

15 海岸保全施設整備事業（農地）（７地区） 

16 草地畜産基盤整備事業（６地区） 

17 畜産環境総合整備事業（６地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑰参照。 

 

（11）事業評価方式を用いて、事業完了後、原則としておおむね５年を経過した３事業（19 地区）

を対象として完了後の評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評

価書（林野公共事業の完了後の評価）」として公表。 

 

表 13－３－ツ 林野公共事業を対象として事後評価した政策（完了後） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 国有林直轄治山事業（直轄） （２地区） 

２ 民有林補助治山事業（補助） （12 地区） 

３ 森林居住環境整備事業（補助） （５地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑱参照。 

 

（12）事業評価方式を用いて、事業完了後、原則としておおむね５年を経過した７事業（30 地区）

を対象として完了後の評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「公共事業の事業評

価書（水産関係公共事業の完了後の評価）」として公表。 

 

表 13－３－テ 水産関係公共事業を対象として事後評価した政策（完了後） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 漁港修築事業（６地区） 

２ 漁港改修事業（１地区） 

３ 漁港関連道整備事業（３地区） 

４ 漁業集落環境整備事業（６地区） 

５ 漁港漁村総合整備事業（１地区） 
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６ 海岸保全施設整備事業（高潮対策事業）（８地区） 

７ 海岸環境整備事業（５地区） 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑲参照。 

 

（13）平成 19 年度末をもって２年を経過するプロジェクト研究課題１課題を対象に期中の評価を

実施し、その結果を平成 20 年６月 18 日に「研究開発の事業評価書（プロジェクト研究課題の

期中評価）」として公表。 

 

表 13－３－ト 研究開発課題を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－⑳参照。 

 

（14）平成 20 年度末をもって２年を経過するプロジェクト研究課題２課題を対象に期中の評価を

実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「研究開発の事業評価書（プロジェクト研究課題

の期中評価）」として公表。 

   また、平成 20 年度末をもって終了するプロジェクト研究課題２課題について、必要性（研

究成果の科学的、社会的、経済的意義）、効率性（投入された研究資源の妥当性、研究計画・

推進体制の妥当性）及び有効性（研究目標の達成度、成果等の実績、他の研究への波及可能

性等）の各観点から終了時評価を実施し、その結果を平成 21 年３月 31 日に「研究開発の事

業評価書（プロジェクト研究課題の終了時評価）」として公表。 

 

表 13－３－ナ 研究開発課題を対象として事後評価した政策（期中） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 担い手の育成に資する IT 等を活用した新しい生産システムの開発 引き続き推進 

２ ウナギの種苗生産技術の開発 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－○21参照。 

 

表 13－３－ニ 研究開発課題を対象として事後評価した政策（終了時） 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 生物機能を活用した環境負荷低減技術の開発 

２ アグリバイオ実用化・産業化研究 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2009/090522_1_2.html)の表13－４－○22参照。 

 

（15）総合評価方式を用いて、「農林水産研究基本計画」に掲げられている１課題を対象として評

価を実施中。 

 

表 13－３－ヌ 総合評価方式により評価を実施中の政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 農林水産分野の研究開発 

 



政策分野

Ⅰ　主要食糧の需給の安定を図ると
ともに、食品産業の健全な発展を図
り、食料の安定供給を確保する。

⑦　意欲と能力のある担い手の育成・確保

①　食品産業の競争力の強化

②　主要食糧の需給の安定の確保

③　食の安全及び消費者の信頼の確保Ⅱ　消費者が安全な食料を安心して
購入･消費できる体制を確立するとと
もに、望ましい食生活の実現を図る。

Ⅲ　我が国の特色を活かし、需要に
応じて新鮮で高品質な農産物を合理
的な価格で、安定的かつ持続的に供
給できる体制を確立する。

Ⅳ　効率的かつ安定的な農業経営
が農業生産の相当部分を担う望まし
い農業構造を確立する。

Ⅴ 農業・農村の整備・保全を推進

政策体系(農林水産省)

※　この政策体系は、平成20年度における評価に係るもの

④　望ましい食生活の実現に向けた食育の推進

⑤　国産農畜産物の競争力の強化

⑥　環境と調和のとれた持続的な農業生産体制への転換

食
料
の
安
定
供
給
の
確
保

、
農
林
水
産
業
の
発
展
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向
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⑧　担い手への経営支援の条件整備

⑨

別表

⑪　森林の整備・保全による森林の多面的機能の発揮

⑫　 林業・木材産業の持続的かつ健全な発展と木材利用の推進

⑬　水産物の安定供給の確保

⑭　水産業の健全な発展

⑩　都市との共生・対流等による農村の振興

Ⅴ　農業・農村の整備・保全を推進
するとともに、農村の経済の活性化
や都市との交流等を促進し、農村の
振興を図る。

⑯　 食料・農業・農村に関する国際協力の推進

Ⅷ　バイオマスの利活用を推進し、
循環型社会形成を加速化する。

⑮　バイオマスの利活用の推進

Ⅵ 　森林の多面的機能の発揮を図
るとともに、それに重要な役割を果た
す林業・木材産業の持続的かつ健全
な発展を図る。
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Ⅶ　水産物の安定供給体制の整備
を図るとともに、それに重要な役割を
果たす水産業の健全な発展を図る。

Ⅸ　世界の食料需給の安定に貢献
するとともに、我が国の農林水産物
等の輸出を促進する。

⑰　農林水産物・食品の輸出の促進

⑨　農地、農業用水等の整備・保全
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